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    竹尾 正（会長）、篠原 清佳（メーリング委員長） 

 （５）総務省 

    國重 徹（総務大臣政務官）、鈴木 茂樹（総務審議官） 

 （６）事務局 

   （情報流通行政局） 

    巻口 英司（郵政行政部長）、野水 学（企画課長）、藤田 清太郎（郵便課長）、 

    佐藤 健治（貯金保険課長）、増山 寛（信書便事業課長） 
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開  会 

 

○米山主査  本委員会の主査の米山でございます。ただいまから第１２回郵便局活性化

委員会を開催いたします。 

 議事に入る前に、本日は國重総務大臣政務官がご出席されておりますので、一言ご挨

拶をいただきたく存じます。よろしくお願いいたします。 

○國重総務大臣政務官  皆様、こんにちは。総務大臣政務官の國重徹でございます。本

日は郵便局活性化委員会の第１２回会合の開催に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げ

ます。 

 委員の皆様におかれましては、本年２月より当委員会にご参加いただいておりますが、

特に８月からは、郵便サービスの将来にわたる安定的な提供に向けた検討を行っていた

だいていると伺っております。皆様に心より厚く御礼を申し上げます。 

 これまでご審議いただきましたとおり、Ｅメール、Ｅコマース等のＩＣＴ化の進展や

少子高齢化、また働き方改革の機運の高まりといった社会環境の変化を受けまして、郵

便物の減少、また荷物の増加や労働力の不足など、郵便サービスを取り巻く環境も変わ

ってきております。 

 検討に当たっては、こうした変化を踏まえつつ、日本郵便株式会社においては経営効

率化のため一層のご努力をいただくとともに、何より利用者のニーズに合った郵便サー

ビスが安定的に提供され続けることが重要と考えております。 

 引き続き、本委員会において委員の皆様から貴重なご意見をいただきつつ、郵便サー

ビスの将来にわたる安定的な提供に向けて、幅広い議論が行われることを期待しており

ます。 

 最後になりますが、委員の皆様におかれましては、引き続き郵政行政への一層のご協

力とご指導を何とぞよろしくお願い申し上げまして、私の挨拶とさせていただきます。

本日は何とぞよろしくお願い申し上げます。 

○米山主査  ありがとうございました。 

 なお、國重総務大臣政務官におかれましては、公務のために４時ごろにご退席されま

すので、皆様ご了承ください。 

 ここで、撮影されている方々は、撮影を終了していただきたいと思います。また、カ

メラ撮りのみで傍聴を希望されない方はご退室願います。なお、これ以降、傍聴席を含
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め、撮影はご容赦願います。よろしくお願いします。 

 

議  題 

 

  （１）利用者団体からのヒアリング 

     ・一般社団法人 日本ダイレクトメール協会 

     ・一般社団法人 日本メーリングサービス協会 

 

○米山主査  それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。 

 議事の（１）利用者団体からのヒアリングといたしまして、本日は一般社団法人日本

ダイレクトメール協会と、一般社団法人日本メーリングサービス協会の２団体にお越し

いただき、お話を伺うことにしております。 

 なお、質疑につきましては、日本ダイレクトメール協会及び日本メーリングサービス

協会の両者にご説明をいただいた後で、あわせて時間を設けたいと思います。 

 それでは、一般社団法人日本ダイレクトメール協会専務理事の椎名様からご説明をお

願いいたします。 

○椎名専務理事  ご紹介いただきました、日本ダイレクトメール協会専務理事の椎名と

申します。今日はよろしくお願いします。 

 お手元にございます資料ですが、ダイレクトメール協会というのは、どちらかという

とダイレクトメールを広告メディアとしてよりよく使っていこうということを目指して

いる団体でございますので、基本的にはマーケティング的な視点ということでまとめさ

せていただいております。 

 まず協会のご紹介ということでございますが、ここにありますように、デジタル時代

における新たなダイレクトメールの活用の提案や情報発信を通じて、企業のマーケティ

ング効果や業績向上のお手伝いをいたしますということです。１９８４年から、もう三

十数年、団体として活動しておりまして、現在会員数８８社。業界団体としては特殊で、

日本郵便さんを初めとして、ほかに印刷会社、広告会社、制作会社、メール配信、発送

代行、通販など、さまざまな分野の企業様が集まってつくっている団体でございます。 

 やっている中身はこちらにまとめてございますが、ダイレクトメールに関しての研究

や調査、毎年１回ダイレクトメールメディアの実態調査という消費者向けの調査を定点



－3－ 

観測でやっておりますし、２番目としましてはセミナー・研修活動ということで、ダイ

レクトメールに関しての実務系のノウハウをまとめまして、研修等で人材育成の活動を

しております。ほかにも、書籍・レポートの発刊や、広報関係でいきますと日本郵便さ

んがやっていらっしゃいますダイレクトメールの広告賞である全日本ＤＭ大賞への協賛

といったようなこともさせていただいております。ちなみに私は、全日本ＤＭ大賞の最

終審査員を最近務めさせていただいておりますので、そのあたりの知見等も今日はお話

しできればと思っております。 

 次の３ページは、私どものパンフレットの抜粋ですので、ざっと見ておいていただけ

ればと思います。 

 次に、ＤＭメディアのファクトということで、実際の市場状況やダイレクトメールに

関してのメディアとしての効果・効能といったあたりを簡単にご説明させていただきま

す。 

 まず、ＤＭ広告の現状ということで、最初に出て来ますこの数表ですが、多分皆さん、

何度もご覧になられていると思うのですが、電通が発表しております「日本の広告費」

からの抜粋でございます。 

 ２０１７年、昨年のＤＭ広告費は３,７０１億円で、対前年比９７.３％ということで、

微減状況と。その前の年で９９.３％ということなので、微減傾向が続いているという

状況です。総広告費に占める割合は５.８％で、市場規模でいうと第５位のメディアと

いうことになっております。 

 ただ、定点的に発表されるＤＭに関しての定量的な市場データは、現在のところ、こ

の「日本の広告費」データしかないので、必ずこれが使われるのですが、かなりいろい

ろ注意して見なければならない部分もございますので、そのあたりをちょっとご説明し

ていきたいと思います。 

 次のページ、６ページになりますが、一般的にデジタルシフトと言われていて、紙の

メディアがどんどんデジタル系に代替されてしまうと。どんどん紙メディアは右肩下が

りでという話はよく言われるのですが、実はダイレクトメールメディアはそれほど落ち

込んでいません。 

 このグラフでいくと一番下のほうに、落ち込みの激しいのでいくと、２００５年から

の落ち込みが一番激しいのは、雑誌が一番落ちたのです。その次が新聞、その次が新聞

折り込みということですが、ダイレクトメールメディアは実は総広告費とほとんど変わ
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らないぐらい、比較的堅調です。なぜ紙メディアでありながらこの違いが出てきたのか

ということは、多分今後の論点、大きなポイントになってくると思うのですが、そのあ

たりのお話も、この後させていただきたいと思います。 

 ７ページに行きまして、先ほどのＤＭ市場データ、問題点と申し上げましたが、実は

電通の「日本の広告費」に関して言うと、ＤＭメディアの広告費に関して言うと、実は

媒体費しかカウントされていません。どういうことかというと、郵送料だけなのです。 

 ところが、ほかのマスメディアのウェブとか新聞・テレビ等々の広告費に関して言う

と、いわゆる制作費、ＣＭ制作料等媒体費以外の関連市場の市場規模も全部カウントさ

れていて、実はＤＭに関していうとその部分が抜けているという、ある意味で不公平な

統計データになっています。 

 なので、多分ダイレクトメールでいくと関連市場は非常に大きくて、制作だけではな

くて印刷はかなり大きいです。それから、私の後にお話しされますメーリングサービス

協会の発送代行という費用。それからリストに関連する費用等々、そのあたりを含める

と、多分２倍に近いようなサイズになるのではないかと推測されています。ここに、試

算ですが７,０００億前後とありますが、実は非常に大きい。多分、新聞を超えるぐら

いのサイズ、関連市場を含めると大きな市場だということが言えるかもしれません。 

 これは、そんなに大きいのかと皆さん思われると思うのですが、実は諸外国で言うと、

広告メディアで一番サイズの大きいのはダイレクトメールなのです。アメリカなどでは

ずっとナンバーワンメディアで、テレビなどよりも大きかったりします。 

 そういうことでいうと、多分、諸外国と比べると潜在的なダイレクトメールメディア

の広告メディアとしての価値というのは、まだまだ伸び代はあるのではないかなと、私

自身は思っております。 

 あと、経産省さんの産業動態調査というのが出ているのですが、これは郵送費だけで

はなく、関連市場も含めた形でカウントされているということなのですが、問題は、セ

グメントがＤＭと折り込みが一緒になってしまっている調査ですので、そのままでは使

えないということで、残念ながら私どもも折り込み業界さんも、このデータは今使えな

い状況でございます。これはお願いですが、是非それぞればらして調査をしていただき

たいなと考えております。 

 もう１つポイントとしては、広告郵便物に含まれない小口のＤＭというのがあります。

これは実は広告郵便物というのはかなり大量に、一遍に差し出されることで割引される
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広告なのですが、この場合、一度に２,０００通以上差し出されないと、広告郵便物と

みなされない。広告統計にカウントされているのはこの広告郵便物なので、１回に２,

０００通以上の大口のものしか実はカウントされていないという状況です。 

 なので、例えば地方、ローカルの商店街で１００通、２００通、５００通といった形

でのダイレクトメールは、実はかなり行われているのですが、今の広告統計に関して言

うと、こういった小口のものはカウントされていないという問題がございます。 

 ということをまとめて、実はかなり、ダイレクトメールメディアに関しては、市場デ

ータがまだまだ不備な段階で、推定も含めてやっていかなければいけないところもある

ということを前提として見ていただければと思います。 

 次のページに行きまして８ページですが、ＤＭの範囲ということで、簡単な私どもの

定義としては、個々人に送られる商品案内やカタログを送付する方法による宣伝手段で

あるということです。先ほど申しました「日本の広告費」で対応されているのは、１つ

は広告郵便です。差出し２,０００通以上の大口のもの。それから２番目として、最近

非常に伸びているのがゆうメールと言われています。ヤマトさんのＤＭ便も一緒なので

すが、これは郵便物というよりも荷物というカテゴリーに入る部分ですが、これは信書

ではなくて、相対価格で価格が取り決められるという形のものです。これが非常に今、

伸びているところです。それから、日本郵便さんが行っていますタウンプラスという、

一定のエリア全戸配布という無宛名のＤＭです。これもかなり伸びていると聞いており

ます。 

 このあたりまでは「日本の広告費」で対応されているのですが、実際のＤＭとして使

われる小口のものは多分カウントされていないですし、小包にカウントされるようなボ

ックス型のしっかりした、かなりハイクオリティの、お金のかかったＤＭは、実はこの

統計には入ってこないというようなことがございます。 

 こういう限界がある中で議論をしていくということでございますが、次のページで、

それぞれの伸びの状況というか、動向を簡単にコメントしておきたいと思いますが、９

ページになります。 

 今申し上げた広告郵便物、これは多分、過去３０年ほど前に広告郵便物ができてから、

ほとんど、イコールダイレクトメールという形で、ずっと引っ張っていってくれたとこ

ろですが、最近は減少傾向に転じております。後から出てきたゆうメールと比べて、や

はり割引率の問題や使い勝手の問題でやや不利ということで、現在はゆうメールにシフ
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ト、ここは減少傾向と言えると思います。 

 ２番目のゆうメールは、やはりＡ４サイズはがきが、一般のはがきに近いコストで出

せるというようなこともありまして、今どんどん伸びてきています。 

 ３番目のタウンプラスも、実は新聞折り込みの落ち込みをカバーして、代替ニーズが

あり拡大しています。これはどういうことかというと、タウンプラスはエリア媒体、お

店の周りにばらまくという形のものなのですが、従来は新聞折り込みがそういったメデ

ィアをカバーしていたのですが、今、新聞をとっている世帯が、実は２０代、３０代は

もうほとんど新聞をとらないわけです。多分４０代世帯ぐらいから、新聞をとっている

世帯カバー率は多分半分ぐらいになっています。だから、全年齢層平均でも、多分６

５％とかそれぐらいです。そうなってくると、例えばスーパーのターゲットで、２０代、

３０代の子育てファミリーをターゲットにしたいといったとき、新聞折り込みは届かな

いのです。なので、そういったものに対しての代替手段として、実はタウンプラスとか

ポスティングというメディアが、今は注目されているという状況になっています。この

部分はふえています。 

 それから、差出し２,０００通未満の小口ＤＭ、これも多分エリアレベルで見ると、

日本郵便さんあたりの現場の方々とお話ししていると、非常に手応えはあるし、伸びて

いるのではないかと言われております。 

 というようなことでいうと、ダイレクトメールが伸びているか縮んでいるかという話

でいくと、広告郵便物というカテゴリーは減っているのだけれど、それ以外のカテゴリ

ーは多分伸びているのではないかということが言えると思います。 

 実は「日本の広告費」、昨年比で９７.３という数字が出てきたのですが、実はいろい

ろな、ＤＭ協会の会員さんや印刷会社、日本郵便の現場の方々などに聞いてみると、Ｄ

Ｍはもっとふえている感じがあるけれど、何で電通さんの統計だと減っているわけ、と

いう形で聞かれるのですが、その辺はやはり取りこぼしがあったり、そういう部分があ

るのかなと考えております。 

 次の１０ページを見ていただくと、広告郵便とゆうメールの、これは実際の数字をま

とめさせていただきました。 

 明らかにゆうメールが今、ダイレクトメールを引っ張っているという感じです。２０

１７年で広告郵便が２１億通、ゆうメールが３６億冊ということで、はるかにゆうメー

ルが多い。これはゆうメールのセグメントで、同等の競合商品であるヤマトさんのＤＭ
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便を加えると、多分５０億冊以上という感じになってきますので、今のダイレクトメー

ルを支えているのはこのセグメントだということが言えると思います。 

 では、なぜ広告郵便が減ってきてゆうメールがふえたかというと、幾つか課題がある

と思うのですが、１つはやはり割引をとるための条件が、広告郵便は昔出てきたので非

常に厳しいんです。一度に２,０００通以上という縛りがあります。それに対してゆう

メールは、一定期間内に所定の通数出してくれれば総量カウントしますよという形で、

非常に使いやすい形の契約になっています。さらに、広告郵便に関しては同一内容、同

一サイズ、同一重量ということで、非常に厳しい。中身のチェックも受けなければいけ

ない。 

 これは後からお話しいたしますが、最近のデータをもとにしたマーケティングの傾向

で、ワン・トゥー・ワンマーケティングとよく言いますが、一人一人に違うメッセージ

をということが、今どんどん主流になっているのですが、そのワン・トゥー・ワンマー

ケティングをダイレクトメールでやるのは、印刷機器とかは全く問題なくできるのです

が、この「同一内容、同一サイズ、同一重量」に引っかかってしまって、割引がとれな

いのです。なので、そういうのもあって、ニーズはあるのだけれどゆうメールに逃げて

しまうというようなことが、一つ問題としてはあるのかなと思います。 

 次のページに行きますと、１１ページです。ゆうメール及びメール便の現状というこ

とで、これも総務省さんから出されていたレポートを引用させていただいております。 

 １つポイントは、ゆうメールが伸びていますねという話と、もう１つは、ゆうメール

の競合商品であるヤマトさんのメール便、今はＤＭ便と言っていますが、ＤＭ便は実は

平成２２年をピークにどんどん減っています。これはもしかするとヤマトさんの戦略と

か、荷物中心にシフトしていこうということがあるのかもしれないですが、どんどん減

ってきて、ここでいう平成２７年段階の数字でいきますと、メール便が１７億に対して

ゆうメールが３５億という形です。ＪＰさん２に対して、ヤマトほかが１という形で、

今はゆうメールが非常に優位な形で動いているという状況が出ています。 

 ちなみに、ゆうメールと広告郵便を足して、内国郵便トータル数で割ると、大体３割

弱ぐらいにこの数字がなりますので、日本全国の郵便の３割ぐらいはダイレクトメール

で支えていると。多分、そのシェアは今、どんどん伸びているという感じで見てよろし

いのではないかなと思います。 

 次に、ＤＭメディアの位置づけというお話をしてまいりたいと思います。特に、これ
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はかなり大事なポイントになると思うのですが、ダイレクトメールみたいな紙メディア

とデジタルメディアが、これからますます競合していくのだろうというイメージを皆さ

んお持ちだと思うのですが、少なくとも統計データから見ると、ダイレクトメールメデ

ィア自体は、デジタルシフトの中でも頑張ってキープしているという状況なわけです。 

 なぜかというのは、やはりＤＭメディアの特徴をまず見ていかなければいけないので

すが、１３ページで簡単にまとめてみました。 

 まず、この辺はもう当然のことですが、個人情報によって一人一人に直接届く郵便物

または荷物という形。リアルなものが印刷物として届く。だから保存できるということ

になるわけです。それから、これは実はあまり語られていないですが、ダイレクトメー

ルというのは情報量が非常に多いです。テキスト情報も、パンフレットを含めてグラフ

ィック情報も含めて、大量の情報を一気に盛り込める。多分、個人に届くメディアとし

ては一番情報量の多いメディアと言っていいのではないかなと思います。 

 これでいうと、よく比較対象にされるＥメールとＤＭというと、Ｅメールは多分テキ

スト情報で４００字とか５００字ぐらいの情報しか入らないのです。それでいくと、広

告メディアとして、単純なメッセージ、ワンメッセージを機動的に伝えるにはＥメール

はすごくいいのですが、振り向かせて、説得して、商品を説明して買わせるといった、

それこそデジタル用語で「コンバージョン」と言っていますが、実際に行動喚起のとこ

ろまで持っていくパワーは、実はＥメールにはないのです。それでいうと、やはり情報

量が多くて説得力のあるメディアとしては、多分一番突破力のあるメディアがダイレク

トメールなのではないかなと思います。 

 それからもう１つ大事なのが、データに基づいたワン・トゥー・ワンのパーソナルメ

ディアということです。これも非常に大事な論点だと思っております。今のマーケティ

ングはどんどん個人情報がとれて、購買履歴などいろいろとれることによって、どんど

んきめの細かいメッセージを出せるようになっているわけです。そうすると、もう本当

に、まさにワン・トゥー・ワンの、一人一人違うメッセージが機動的に、みたいな形の

マーケティングに、今どんどん移行しているわけです。そうなってくると、マスメディ

アというのがどんどん、相対的に価値がなくなってきて、ワン・トゥー・ワンの個人に

届くメディアが大事になってくるわけです。 

 それでいくと、紙メディアの中で唯一、ワン・トゥー・ワンメディアがダイレクトメ

ールなのです。そういう意味では、ダイレクトメールというのは、同じ紙メディアです
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が、マスメディアとしての側面と、ワン・トゥー・ワンメディアの側面と、２つの顔を

持っていて、実はマスメディアとしては徐々に右肩下がりかもしれないけれど、ワン・

トゥー・ワンメディアとしては、逆にこれからのメディアなのだと見ていいと思います。

多分、その辺のバランスをどう見るかによって、ＤＭに対しての見え方が変わってくる

のかなと思っております。 

 以上まとめますと、特徴ということで１４ページに簡単にまとめさせていただきまし

たが、広告メディアとしてのダイレクトメールの特徴ということですね。やはり、物が

届くインパクト、クオリティ感。紙の手ざわりといったところはやはり非常にパワーが

ありますし、クオリティ感ということでいうと、それこそ車やゴールドカード、プラチ

ナカードみたいなクレジットカードなど、高級商材はやはり最終的には紙のダイレクト

メールでないと売れないわけです。ブランド感を出すためにはやはり紙が必要だという

ことです。 

 それから、先ほどの情報量の話ですが、ストーリーとか説得力とか行動喚起力が非常

に強い。多分、個人に届く広告メディアでは一番パワフルであると。それからワン・ト

ゥー・ワンの最適性。個人にそれぞれメッセージを刷り分けられるというあたりが３つ

のポイントで、一言で言ってしまうと、下にありますが、デジタルメディアには不可能

なリアルの力と、一人一人のニーズに対応した情報量に裏づけられた説得力を持つ、強

力な行動喚起メディアだと。行動喚起メディアというのは非常にポイントだと思ってい

ます。 

 あとはファクトをどんどん話していきますが、ダイレクトメールの開封率７４％とい

うことです。非常にリーチが高いです。 

 それから、ポイントになっています行動喚起率２２％ということで、これは多分、デ

ジタルメディアでいうコンバージョンレートは、本当に数パーセント行けば御の字とい

う中でいくと、非常にコンバージョンレートが高い、最終的な売りに近いメディアとし

て強いということです。 

 それから１７ページは、実は若年層に強いと。これはＤＭ協会の調査から来ています

が、スマホコミュニケーションになれている若年層にとってみると、２０代、３０代は

ダイレクトメールは珍しくて、新鮮でよく読んでくれるということで、平均として２０

代、３０代の行動率のほうが２倍、３倍という形になっております。 

 それから１８ページ、紙とＥメールの違いですが、紙ＤＭは大体七、八割が開封・閲
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読されるのに対して、Ｅメールは１５％とか２０％ぐらいしか見られないということで、

やはり到達率が低いということです。ここで見ても、やはり紙かＥメールかということ

ではなくて、両者は全く違うメディアで、今やマーケティングの現場に関して言うと、

両者をどう組み合わせるかという形に変わってきております。 

 Ｅメールがたくさん届き過ぎるということもあるわけです。調査でいうと大体１１倍

ぐらい受け取りが多いということです。 

 それから、２０ページのところですが、ＤＭとＥメールの比較ですが、一番ポイント

としては、やはり現在Ｅメールがたくさん来過ぎるので、Ｅメールがメディアとして飽

きられていて、本当にタイトルだけ見て、気に食わなければすぐ捨ててしまうという中

で、逆にダイレクトメールは１人当たり１週間に５通６通ぐらいしか来ないので、結構

丁寧にきっちり読まれているという形です。それでいうと、丁寧で見やすいメディアと

いうような認識になっているのかなという感じでございます。 

 ２１ページは事例ですが、ことしのＤＭ大賞をとられた通販会社さんですが、もはや

ＤＭかデジタルかではなくて、ＤＭとデジタルを組み合わせて、２カ月の間にＤＭを３

通やりながら、その間にメルマガを１２通かませるというような、もう今は組み合わせ

の時代になっていますよというお話です。 

 それから２２ページですが、これもＤＭ大賞をとったものです。これはグーグルさん

です。ＤＭを見てウェブに行ってくださいという形です。ＤＭとデジタルの組み合わせ

が、非常に今進行しているという話です。デジタルメディアの雄であるグーグルは、も

う紙のＤＭも使いこなして、デジタルメディアのコンバージョンレートが弱いというと

ころをわかった上で、非常に実はＤＭをたくさん使われています。この１０年間で、グ

ーグルさんはＤＭ大賞のグランプリを２回ほどとっています。 

 最後のところですが、データドリブンで、今データ活用が進んでいますよということ

ですが、大きく分けて２つの要素が進行しています。１つは、ターゲット情報がとれる

ようになったことでクリエーティブが変わっているということと、あとタイミングの精

度が高まっているというところでございます。 

 ２５ページを見て、一番大きいのはやはりポイントカードや通販等の進展によって購

買履歴データ、それからネット系のマーケティングが進展することによってネットの行

動データがとれるようになってきたということが非常に大きいです。本当にここ四、五

年の話です。 
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 それによって何が変わったかというと、１つは２６ページですが、ターゲット設定が

進化してクリエーティブの最適化が進行したということです。一人一人の購買履歴、プ

ロフィール情報がわかることによって、クリエーティブの最適化ができるようになりま

したということです。 

 ２７ページは今年のＤＭ大賞のグランプリですが、ソフトバンクさんの携帯切りかえ

のものです。これは１０年間ソフトバンク、シャープを使っていたロイヤルユーザー向

けのＤＭですが、１０年間使っていたその人の端末を、一人一人で全部切りかえて、多

分２年ごとに切りかわっているのですが、四十数種類の機種の中で全部組み合わせてア

ルバムにして出しましたということを、こういったパーソナライズをしたりしています。

それによって、新機種変更率が通常のＤＭに比べて１１８％と、パフォーマンスを上げ

ていらっしゃいます。 

 次に、タイミングの設定が進化するということですが、購買サイクルが通販などでわ

かるようになったということと、ネットのインタレストがわかるようになったというこ

とで、いろいろな形で最適なタイミングを特定するようなことができるようになりまし

たということです。 

  ２９ページですが、以上、データマーケティング時代にＤＭに求められるものとい

うことですが、同時に大量から、個別、最適タイミング、最適メッセージへの対応が求

められているということです。パーソナライズＤＭがどんどんふえてきますということ。

それから、一定期間に不特定に、不定期に出るようなＤＭがふえるでしょうと。これは

マーケティングオートメーションなどはこれのタイプです。こういったものに対応して

いくのが、今後の課題かなということです。 

 以上、最後にまとめますが、全般的にいうと、実はＤＭを取り巻く環境は追い風かな

と思っております。最強の行動喚起メディアとして再評価されつつあるということと、

特にデジタル系のプレーヤーに対して、かなりアプローチの伸び代はあるのではないか

なと考えています。 

 それから、データマーケティングが進む中で、ビッグデータといっても、ワン・トゥ

ー・ワンの最終的な出口のコミュニケーションメディアというのはＥメールとダイレク

トメールしかないわけです。そうなってくると、かなりＤＭの出番は強くなってくるの

ではと思っております。 

 最後に、既存メディア、折り込みが縮小していく中で、かなりここはタウンプラスの
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代替のチャンスがあるのではと思っております。 

 以上、駆け足で申しわけございませんが、これらを踏まえて、私どもダイレクトメー

ル協会は、日本郵便様と協力して、ＤＭメディアの環境改善をして成長を進めていくこ

とに、ぜひ貢献していきたいと思っております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○米山主査  ありがとうございました。 

 引き続きまして、一般社団法人日本メーリングサービス協会会長の竹尾様、１０分以

内でご説明をお願いいたします。 

○竹尾会長  かしこまりました。 

 皆さん、こんにちは。日本メーリングサービス協会の竹尾でございます。早速資料の

ご説明をさせていただきます。２ページからでございます。 

 私ども日本メーリングサービス協会でございますが、初めてお目見えする方が多いか

と思いますが、まずメーリングサービス業とは、主に法人が発する大量の郵便物や荷物

を法人にかわって封入・宛名処理を行い、郵便局などへの発送作業の代行をする事業で

ございます。 

 協会の目的としましては、郵便制度を利用してメーリングサービスを行う企業が集ま

り、日本郵便との連携を円滑に、効率的に行うために、相互の意見・要望を交換し協業

を推進、郵便利用拡大を目指して活動をしております。 

 ３ページでございます。協会の概要でございますが、設立が１９８５年、３３年でご

ざいます。会員企業が全国１５７社、活動としましてはメーリングサービスにかかわる

動向調査、個人情報保護に関する調査・指導、メーリングアドバイザー認定講座開催

（現在２１年目）、各種セミナー、見学会開催、海外研修、メーリングニュース発行

（年３回）、ホームページ広報、日本郵便との意見交換会の開催等であります。左下の

写真が会報誌、右下の写真は作業現場の一例でございます。 

 ４ページに入りまして、郵便局様との関係でございますが、区分・差出の協力。大口

郵便物・荷物を発送する際、各郵便局と事前に連携をとり、差出・引受作業を円滑に行

っております。また、区分等を代行することで、割引制度の適用を受け、客先に還元す

るとともに、局内作業の省略に協力し、負担軽減の一助となっております。 

 区分局輸送への協力。ちょっと専門的でございますが、大口郵便物・荷物の場合、地

域区分局への輸送も我々事業者側で行い、日本郵便内の輸送負担軽減を行い、郵便物等
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の円滑な送達に協力し、協力に応じて割引制度の還元を受けております。 

 我々業界の主な仕事でございます。まず、左にあるクライアント・印刷会社がござい

まして、こちらがＤＭを出すお客様でございます。右側に日本郵便のお仕事をまとめて

おりますが、我々は真ん中のところ、宛名データの区分の処理をしまして、宛名印字、

印刷物等の封入アイテムの管理、それから封入作業、区分方法に従い一定数に結束をし

て郵便番号ごとの区分を行い、所定容器に積載して差し出すというところが私どもです

から、お客様と郵便局の間のお仕事ということになります。 

 ６ページ、イメージがわかるかと思いまして、写真を少し掲載させていただいており

ます。左下の宛名高速印字、これが最初の仕事です。これは装置産業のように見えます

が、その左下に行きますと、パートタイマーの、手作業をしている現場で、こんなアナ

ログなこともやっております。 

 真ん中の列に行きますと、一番上が作業の全景、真ん中のところは紙の封筒に封入す

る自動の封入機でございます。真ん中の下が、フィルムの封筒を巻きつけて封入する機

械でございます。でき上がったものが右上にございまして、５桁区分となっております

が、紙札とか割り符と言っておりますが、真ん中に「特割８６２－０９」という紙がつ

いていますが、これが区分という世界でございまして、業界の人間は、「８６２－０

９」というと、これは熊本県だとわかるのですが、その下に行きますと、紙の板、パレ

ットにこの区分の同一のものを積みますと、これがこのまま熊本に行くというような作

業でございます。 

 ７ページでございます。郵便需要につきまして簡単にまとめております。 

 一番上、荷物が増加しております。先ほどもございましたが、郵便物は減少しており

ますが、荷物がふえている。２番目、企業郵便物は増加。企業利用の郵便物は、我々の

推定ですと８０億、郵便需要を下支えしていると考えております。それからＤＭの価値

の再認識。手紙はウェブにかわってはおりますが、販促ＤＭ等はウェブと連動、大量に

蓄積された個人データの有効活用の動きにより活性化の傾向にあると考えております。 

 最後がＤＭ制作のデジタル化。情報印刷と宛名印字が同時に行える機能の容易性が進

み、ますますパーソナル化、クリエーティビティの高いＤＭが使われる可能性があると

考えております。 

 ８ページは郵便利用の事例でございます。ずっと左側に利用の種類をまとめておりま

して、真ん中に時期、右側にポイントです。 
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 一例で一番上を見ますと、金融機関の通知物。時期が通年・定期となっておりますが、

例えば銀行の残高証明ですとか証券会社の運用実績、保険会社の契約内容の確認とか、

そのようなものはここに入りますが、ポイントとしましては正確・迅速、それから転居

の転送が重要になります。 

 ここにありますが、いろいろな郵便の種類によって利用ポイントが変わってくるとい

う一覧でございます。 

 時間の関係で飛ばさせていただきます。９ページに入りまして、郵便の優位性という

ところにも触れたいと思います。 

 １番目、全国、またグローバルネットワークによる正確な送達手段であります。２番

目、信書送達ができる唯一の送達手段、さまざまなサービスを付加して提供できます。

転居先転送ができるのは郵便だけでございます。また、身近な郵便局で誰もが利用でき

ます。企業ブランドでも上位に位置しておりまして、信頼・信用のあるサービスとして

国民に認知されている送達手段であると考えております。 

 最後に、郵便局との協調による効率的な配送に向けて。昨今、働き方改革ですとか業

務の効率化が叫ばれておりますが、我々としましても、郵便局様との中で、ここにあり

ますとおり、広告や事務通信等で扱われる郵便物が郵便需要を下支えしており、ＤＭの

有効価値が評価されているという状況によりますと、送達日数に猶予を持たせる制度に

対する差出人の需要が既に高いということを鑑みますと、急がなくてもよい郵便を拡大

することが有用だと考えております。 

 当業界でも、現行の郵便物の送達速度に合わせた業務遂行にかかわる労務負担は看過

できない状況であります。労働力確保が困難な企業も、我々の業界でも同様に出ており

ます。配達までの郵便実務にかかわる業界全体の健全経営のためにも、郵便物の送達速

度にメリハリをつけることは望ましいと考えます。先ほどの一覧にありましたとおり、

速くなくてはいけないものもありますが、速くなくてもいいものもあるということでご

ざいます。 

 最後に、企業郵便等の現状の局側引き受け体制も大きな負担になっていると認識して

おりまして、当協会では、企業発信の郵便・荷物を発送代行する立場としても、郵便局

での引き受けの正当性、迅速性が保てるよう、引き続き努力してまいります。 

 以上で、一般社団法人日本メーリングサービス協会の資料のご説明を終わりたいと思

います。ありがとうございました。 
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○米山主査  ありがとうございました。 

 予定している時間を相当押しておりますが、ただいまの両者のご説明につきまして、

何か委員の皆様方からご質問、ご意見はございますでしょうか。 

○東條主査代理  どうもありがとうございました。メーリングサービス業というのを大

変興味深く拝聴しましたが、このマーケットというのは規模としてはどのくらいあるの

でしょうか。というのは、恐らく大手の法人は内製化して、こういったことを、自前で

やっている場合もあると思いますが、そういったものもひっくるめて潜在的な顧客と考

えると、マーケット規模はどのぐらいなのですか。 

○篠原メーリング委員長  協会の篠原でございます。ただいまのご質問にお答え申し上

げますが、金額ベースで集計をとっているものが現在ございませんので、先ほどＤＭ協

会さんのほうの数字にもございましたとおり、広告郵便物及び荷物等を含めたゆうメー

ルを中心とした荷物、これらを含めて、今推定で、先ほど竹尾が申し上げたように８０

億通ぐらいの郵便物全体としての中の数を持っておりますので、現行、郵便物が１７０

億通ぐらいに、プラス荷物が入ってくるということでいいますと、約２００億通と考え

たときの８０億通は、我々業界の中から加工されて出ていっていると考えてもよろしい

かと思いますし、あと自治体等から個々にお出しになっている事務通信系というのが実

はこの数に入っておりませんので、これは業界とは別のところで扱われている多くの郵

便物だと考えております。よろしいでしょうか。 

○米山主査  ありがとうございます。 

 ほかに……どうぞ、石山専門委員。 

○石山専門委員  日本郵便さんにお聞きしたいことで、次に発表されるのでしょうか。

ダイレクトメールの可能性については非常に理解ができたのですが、逆に、日本郵便さ

ん側から見ての、このダイレクトメール、今後、通常促進していくだけでは何が課題な

のかというところがなかなか見えなかったので、そこについて後ほどお聞きしたいと思

っています。 

○米山主査  すみません、今ここで日本郵便がお答えするのではなく、後ほどでよろし

いでしょうか。申しわけありません。 

 それでは、ほかに特段のご質問がないようでしたら、質疑を終えたいと思います。 

 一般社団法人日本ダイレクトメール協会と一般社団法人日本メーリングサービス協会

の皆様、本日はどうもありがとうございました。 
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 それでは議題の２に移りますので、お席の移動をお願いいたします。 

（日本ダイレクトメール協会、日本メーリングサービス協会 退席） 

（日本郵便株式会社 着席） 

 

  （２）日本郵便株式会社からの説明 

 

○米山主査  それでは、続きまして、議事の２、日本郵便株式会社からの説明といたし

まして、これまでの当委員会での議論を踏まえた課題等につきまして、日本郵便株式会

社から説明をいただきます。 

 日本郵便株式会社執行役員副社長の諫山様、よろしくお願いいたします。 

○諫山副社長  日本郵便の諫山でございます。また貴重なお時間をいただきましてあり

がとうございます。私からは資料を用意しておりますので、資料に沿ってご説明したい

と思います。 

 ８月３０日の第９回会合以降、弊社からは郵便事業の現状等につきまして説明の機会

をいただいたところでございます。本日は、郵便サービスを将来にわたり安定的に提供

していくための課題、それから解決するための方策として、ぜひご議論、ご審議いただ

きたい事項につきましてご説明をさせていただきたいと考えております。 

 資料をおめくりいただきますと目次がございますが、２ページからご説明させていた

だきたいと思います。 

 郵便に対するニーズの変化について、参考となるデータを追加させていただければと

考えて用意したものでございます。２ページ目にございますように、弊社におきまして、

昨年各通信主題の個人による利用動機、あるいは利用実態を把握するために、コミュニ

ケーション利用動向調査というものを実施しております。調査の概要はそこにあるとお

りでございますが、結果を次のページとその次のページにまとめておりますので、ご覧

いただければと思います。 

 まず３ページでございますが、左のほう、最近１年間の利用頻度を聞いたものでござ

います。下のほうでございますが、手紙のところをご覧いただければと思いますが、約

８４％、赤で囲っているところでございます。それからその下のはがきは約９０％。こ

れが月１回以下の利用だというご回答でございました。 

 これに対しまして上のほう、赤枠の少し上のところ、Ｅメールは約６０％、赤枠で囲
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っておりますＬＩＮＥだと約８３％が、こちらは週２、３回以上の利用だということで

ございまして、特に、濃い赤色は毎日利用しているという状況でございます。毎日とい

う回答も、ご覧のとおり非常に多数になっているということでございます。 

 また、右のところをご覧いただければと思いますが、１年前と比較した場合の変化は

どうだろうかということでお聞きしたものでございますが、ご覧のとおり「変化なし」

という回答が多くなっているわけでございますが、下のほうをご覧いただきますと、手

紙やはがきは３０％前後が「減少した」という回答に対しまして、ＬＩＮＥ等につきま

しては２０％から４５％が「増加した」という回答になっております。 

 ４ページをご覧ください。今後の利用動向について聞いたものでございます。ご覧の

とおり「機会があれば」というところも含めますと、約半数が「利用する」という回答

でございますが、実際の差出通数という点になりますと、最近１年間で、これは年賀は

がきを除いた数字でございますが、１０通以下というご回答が８割を占めているという

状況でございます。 

 次のページをご覧ください。今度は企業の利用、郵便のニーズについてデータを集め

たものでございます。統計の出所につきましては書いてある通りでございますが、仕事

で使っているコミュニケーション手段について聞いたということでございます。 

 左のところでございますが、ご覧のとおり、電子メールは９６.５％、電話は９０.０

２％と非常によく使われているということでございますが、これに対しまして手紙は５.

３１％ということでございます。また、右のところをご覧いただきますと、ウェブで明

細を閲覧できるようにするというサービスが拡大しております。登録状況がご覧のとお

り７５％ということでございます。カード会社等におかれましては、ウェブ明細の利用

拡大の取組を一生懸命やっていらっしゃるということでございまして、利用明細通知等

の郵便からウェブへの移行というのが進展していく過程にあると認識しております。 

 ６ページをご覧ください。紙媒体から電子媒体への移行の傍証ということでご覧いた

だければと思いますが、紙の需要について調べてみました。印刷・情報用紙というのが

そこにございますが、この需要は２００５年度をピークに大きく減少しております。ま

た、今後も減少する見込みと考えられているところでございますが、逆に宅配便の梱包

資材として需要が増加しております段ボールの原紙、これは２０１２年度を底といたし

まして増加傾向にあるといった状況でございます。 

 手紙文化の復活も含めました手紙の振興、あるいは先ほどもお話がございましたがＤ
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Ｍを中心とした企業利用の振興にはこれからも努めてまいりたいと思っておりますが、

今後の郵便利用が量として増加すると想定することはなかなか難しい状況にあるのかな

と考えております。 

 他方、次のページをご覧ください。一度お目にかけた資料でございますが、従来から

機械化・システム化、あるいは業務フローの見直し等によります効率化、経費の削減に

努めてきておりますが、そこにありますように、郵便事業は固定的な費用の割合が高い

ネットワーク事業でございますので、１配達箇所・１日当たりの平均配達物数が減少し

ているという状況にございますが、この減少が費用の減少にはなかなか結びつかない構

造になっているということは、最初のご説明のときにさせていただいたものでございま

す。 

 次のページをご覧ください。８ページでございますが、銀座郵便局と盛岡中央郵便局

のヒアリングをしていただきましたが、その際の資料をまとめたものでございます。 

 現場におきましても、既に右のところにございますように、応募人数が募集人数に満

たないような状況になってきているということでございまして、それでも業務運行を確

保するためということで、一番下のところでございますが、社員の超勤、あるいは非

番・週休出勤での対応を余儀なくされているというのが、今の郵便事業の現場の状況で

ございます。 

 次のページをご覧ください。労働市場の将来予測につきまして、最新の数字というこ

とで参考までに挙げさせていただいております。 

 ご覧のとおり、２０２０年には３８４万人、２０３０年には６４４万人の人手不足に

なるということ。右のほうでご覧いただければと思いますが、運輸・郵便分野では２１

万人の人手不足となる見込みだということでございます。そのような中で、働き方改革

の要請にも応えていかなければならないということでございますので、綱渡りのような

状況ということでございます。なかなか、このままでは、今後の郵便サービスの安定的

な提供は難しいということが懸念されると考えております。 

 １０ページでございますが、弊社といたしましてこれまでどのような取組を行ってき

たかということにつきましては、これまで資料も含めましてご説明させていただいたと

ころでございますが、これまでのさまざまな取組につきまして、既にご説明したものを、

ここでは項目だけ取りまとめた資料を１ページ加えさせていただいております。 

 郵便需要の拡大に向けまして、ＤＭ振興、手紙文化の振興のほか、さまざまなサービ
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ス改善も実施してきておりますが、あわせて機械化・情報化、あるいは業務の見直し、

受けとりやすさの向上といったことによります再配達の削減等、効率化を実施してきて

いるということでございまして、この２０年間、郵便物の数が３分の１減少する中で、

手紙の料金を値上げすることなく郵便事業単体といたしまして黒字を維持してきたとこ

ろでございますが、今後も先端技術の活用について検討を続けてまいる予定でございま

すが、こういった取組もなかなか、全体を覆すというようなところまでは至っていない

という状況でございます。 

 以上を踏まえまして、郵便のサービスを将来にわたり安定的に提供するための方策に

つきまして、ここで要望を出させていただきたいと考えております。 

 方向性をまず申し上げたいと思います。１１ページでございます。上のところに３つ

書いてございますが、１つは、通信手段の多様化に伴いまして、郵便に対するニーズが

変化する中で、今後も郵便物の減少傾向が続くと見込まれますので、郵便ニーズの変化

を踏まえたサービスの見直しが必要ではないかということが１つ。 

 もう１つは、人手不足が進展し、働き方改革への対応が求められる中で、週末や深夜

の労働、あるいは長時間労働に依存する郵便の労働環境につきましては、これを改善す

ることが喫緊の課題だと認識をしているということが２つ目。 

 それから３つ目、Ｅコマースが拡大する中で、荷物の取扱いは増加してまいりますの

で、限られたリソースを郵便分野から荷物分野に再配置していくことも必要な状況にな

ってきていると考えております。 

 こういった状況だということを前提といたしまして、次のページでございますが、具

体的な要望を挙げさせていただきたいと思います。 

 そこにございますように、配達頻度と送達速度を再構成いたしましてサービスレベル

を見直すため、所要の制度改正要望を出させていただきたいと考えます。具体的には、

２つそこにございますが、１つは配達頻度につきまして、郵便ニーズの変化、企業にお

ける週休２日制の定着等によりまして、土曜日に郵便を受け取る必要性、重要性という

のが相対的に低下してきているのではないかということ。あわせて、人手不足の深刻化、

働き方改革の要請にも対応する必要もございますので、ぜひ、普通扱いの郵便物の配達

頻度を、現在週６日以上となっているところを週５日以上に見直していただき、土曜日

の配達を休止させていただけないかというのが１つ。 

 もう１つは送達日数でございますが、通信手段の多様化によりまして、郵便のスピー
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ドに対するニーズも変化してきているのではないかと考えております。あわせて、人手

不足が進む中で働き方改革の要請を踏まえまして、深夜労働の軽減を図るためというこ

とで、普通扱いの郵便物につきまして、送達日数制限を差出しの日から原則３日以内と

なっておりますが、これを原則４日以内に見直しをしていただきまして、送達日数を１

日繰り下げていただけないかということでございます。 

 ただ、念のために申し添えますが、速達も含めました特殊取扱とします郵便物の取扱

いにつきましては変更しない予定でございます。速い送達速度に対するニーズというの

は、速達の取扱い等で吸収していきたいと考えているところでございます。 

 次のページをご覧ください。そのような見直しをすることによってどういうことにな

るのかということでございますが、１３ページ、配達頻度の見直しのところをまず出し

ておりますが、配達頻度を見直しまして、普通扱いの郵便物、土曜日の配達を休止する

ことによりまして、現在約５万５千人の配達担当者が土曜日に出勤しておりますが、こ

のうち４万７千人分のリソースを他の曜日あるいは荷物等の他の担当に再配置すること

が可能ではないかと考えております。あわせて、効果という点では、土曜に稼働する二

輪バイクが減少してまいりますので、燃料費等の費用の削減も可能になると見ておりま

す。 

 次のページをご覧ください。これは配達頻度を見直した場合の取扱いのイメージでご

ざいます。日曜日に加えて土曜日の配達も休止するということでございますが、これに

よりまして、日曜日だけではなく土曜日も普通扱い郵便物の配達担当者の配置が不要に

なってくるということでございます。土曜日の配達が休止ということで月曜日になると

いうことでございます。なお、これでまいりますと月曜日の配達物数の増加が見込まれ

るということでございます。配達担当者の配置をふやすといった対応をしてまいりたい

と考えております。 

 次のページをご覧ください。送達日数の関係で、見直しをしたときにどうなるかとい

うことでございますが、普通扱い郵便物の送達日数を１日繰り下げることによりまして、

現在、約８,７００人おります郵便の区分業務等を担当する内務の深夜勤帯に勤務して

いる者のうち、約５,６００人分のリソースを日勤帯やほかの担当に再配置することが

可能になるだろうと考えております。あわせて、こちらでは運送費の削減等も可能にな

るのではないかと見ております。 

 なお、資料には記載しておりませんが、差し出した郵便局と配達する郵便局が同じ場
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合、郵便局に差し出して、その郵便局がそのまま配達をする場合の一部で、例外的に深

夜勤帯の労働に頼ることなく従前の配達日数、つまり翌日配達が確保できる場合が残る

可能性があります。今精査中でございますが、残念ながら極めて少数だろうと見ている

ところでございます。 

 具体的なイメージが次のページでございます。送達日数制限の緩和によりまして、送

達日数を１日繰り下げるわけでございますが、これによりまして、ご覧のとおり、上が

現在でございますが、区分のところをご覧いただきますと、夜中の２時から明け方にか

けて区分をして翌日配達に間に合わせているというのが現状でございますが、この区分

作業を翌日の朝８時以降の日勤帯で行うことが可能になってまいります。こうなります

と送達速度が１日繰り下げになるということでございますが、夜間での労働が日勤帯の

労働に移っていくことが可能になると見ております。 

 次のページをご覧ください。１７ページですが、送達日数別の郵便物の割合がどうな

るのかをまとめた資料でございます。 

 上の帯を見ていただきますと、これが現状でございます。足していただきますと１７

２億通になります。昨年度の通数でございますが、現在、一番左の青いところをご覧い

ただきますと余裕承諾ありとなっておりますが、現在、送達日数に３日あるいは７日の

余裕をいただくかわりに料金の割引を行っている郵便物がございます。これが４９億通、

約２８％ございます。これは今回の繰り下げで直接の影響がないと見ております。その

右のところ、速達等の特殊取扱でございますが、これも先ほど来ご説明しておりますと

おり、繰り下げの対象にしない予定でございますが、こういった速達、書留あるいはレ

ターパックといった特殊取扱の郵便物が約２７億通、１６％ございます。これらを除き

ました普通扱いの郵便物、緑色のところが、今回の対象になってまいります。 

 これがどうなるかということでございますが、下のところをご覧ください。翌々日配

達とありますのが、現在翌日配達になっているものが翌々日配達になるものでございま

すが、これが約８１億通、この中では８４％となります。それから、翌日配達が３日目

配達になるものが約１５億通、１６％程度ございます。それから４日目配達となるもの

は、現在３日目配達となっているものでございますが、これは非常に少数で、ごくわず

かでございます。そこにありますように、約７００万通、０.１％ということでござい

ます。このほか、先ほどご説明いたしました、可能性としてあります翌日配達として一

部残るものでございますが、これがもしあるとすると、この一番左のところに翌日配達
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として加わってくる可能性がございますが、あったとしてもごく少数、わずかというこ

とになると考えております。 

 次のページをご覧ください。要望させていただきました配達頻度と送達速度の２つの

見直しを実際に行った場合に、差し出した曜日ごとに配達曜日がどのように変わるのか

を示した表でございます。現在、翌日配達になっている場合について例示をしておりま

す。左が現行でございまして、右が２つの見直しを行った後ということでございます。 

 ご覧のとおり、速達につきましては何の変更もございません。ただ、普通扱いの郵便

物につきましては、月曜日に差し出されたものは、現在火曜日に配達になりますが、こ

れが翌々日ということで水曜日になるということで、水曜日までの差出しのものについ

ては１日繰り下がるということでございます。木曜日に差し出されたものにつきまして

は、翌々日が土曜日になります。土曜日と日曜日は配達がございませんので、木曜日に

差し出されたものは月曜日の配達になってまいります。金曜日に差し出されたものにつ

きましては、翌々日が日曜日で、日曜日の配達はございませんから月曜日ということで、

木曜日から土曜日までに差し出されたものが月曜日の配達になるという変更となります。 

 月曜日の配達がおそらく増加をして、日曜日の差出しになります火曜日配達のものは

おそらく配達物数が相当程度少なくなるということは容易に想定されますので、こうい

った物数の増減に応じた要員の配置を工夫することによりまして対応していくことにな

るだろうと考えております。 

 また週内、金曜日までに配達をしなければならない場合には、週の前半での差出し、

あるいはその前の週の差出しが必要になってくるということでございます。こういった

取扱いが普及し認識されてくれば、そのような形での取り扱いというか、お客様側での

対応の変更というのが、徐々に生じてくるのではないかと思っております。 

 アンケート調査を１９ページに入れております。この手のアンケート調査はなかなか

難しいものがございますので、本当にご参考までということで、あえて出させていただ

いております。 

 弊社が本年３月にアンケート調査を行っております。配達頻度について質問というこ

とで、真ん中のところにございますが、値上げして土曜に配達するより、土曜配達を休

止するほうがよいという回答が、個人ではそこにありますように約７２％、企業で約７

５％あったということ。それから、真ん中のところでございますが、送達速度について、

値上げしてスピードを維持するよりも、遅くするほうが受け入れられるという回答が、
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個人で７４％、企業でも６３％あったということでございます。 

 聞き方によってかなりぶれがあるアンケート調査かと思いますが、総体といたしまし

ては、値上げよりはサービスレベルの見直し、土曜日の配達を休止する、あるいは配達

日数を１日繰り下げるといった対応のほうが、どちらかといえば好まれるというアンケ

ート調査の結果になっているということでございます。 

 次のページはアンケート調査の概要でございますので、ご参考にしていただければと

思います。 

 ２１ページでございますが、もう１つ要望事項がございます。３つ目の要望事項とい

うことでございますが、ちょっと毛色が違うものですから最後に回させていただいてお

ります。 

 これは、郵便料金は全国均一制が原則でございます。その例外は、一の郵便局におい

てその引受け及び配達を行う郵便物、郵便区内特別郵便物と言っておりますが、その郵

便局で引き受けてその郵便局で配達する郵便物ということになります。 

 現状でご覧いただければと思いますが、左下のところでございますが、配達局とある

ところに差し出し、その郵便局が配達をする場合には、実は郵便局と郵便局の間におけ

る運送というのが発生しないということでございますので、運送コスト分安くできるこ

とから、全国均一料金制の例外として、低廉な特別料金を設定することができると郵便

法に規定がされているわけでございます。右のところをご覧いただきますと、先般、少

しご説明させていただきましたが、現在、配達局で区分をすることなく地域区分局、配

達局の上ですね、地域区分局に一旦郵便物を運送しまして、地域区分局で集約をし、大

規模に機械処理をすることによりまして、また配達局に戻して配達をするという形での

効率化の施策を進めているところでございます。こうなってまいりますと、全体として

は効率化になっているのですが、従来発生しなかったはずの運送が上りと下りで発生す

るということになってまいります。 

 今回の要望でございますが、是非、配達局を所管しております地域区分局に差し出さ

れた郵便物につきましても、全国均一料金制の例外ということで低廉な特別料金が設定

できるように制度を見直していただけないかということでございます。お客様にとって

は差出しの選択肢がふえるということで利便性の向上になるのではないかと考えており

ます。 

 資料の説明は以上でございます。以降、参考といたしまして、冒頭ご説明しましたコ
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ミュニケーション動向調査結果の補足や、これまでのこちらの委員会での委員の先生方

のご議論と弊社の考え方、それから株式会社ワーク・ライフバランスの小室社長からい

ただいたご提言に対する現状と今後の取組につきまして取りまとめた資料を添付してお

ります。ご意見につきましては真摯に受けとめまして、今後の取組にぜひつなげてまい

りたいと思っております。 

 私からの説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○米山主査  ありがとうございました。 

 ただいまの説明について、特にプレゼンテーションの理解等にかかわるご質問、ご意

見等がございましたら、よろしくお願いいたします。 

○東條主査代理  どうもありがとうございました。最後のほうのスライドで、２１ペー

ジの全国均一料金制の例外と。これは、下の絵で、制度改正後というのは、要望が通っ

て法令改正が実現したらという図ですね。 

○諫山副社長  はい。 

○東條主査代理  なるほど。この、地域区分局に直接差出しが可能になると、地域区分

局が管轄しているエリアというのは、おおむねどのぐらいの人口規模、あるいは地理的

範囲になるのでしょうか。 

○諫山副社長  現在、全国を約６２の地域区分局で分担・管轄をしておりますので、地

域によりまして大分偏りはございますが、大体６２で等分したような感じで分割をして

いるということでございます。 

○東條主査代理  ありがとうございました。 

○米山主査  ほかに何かございませんでしょうか。今回は制度改正の要望といった話も

ございました。 横田専門委員。 

○横田専門委員  横田です。１９ページのアンケートについてですが、質問されたのは

この３つですよね。これだけ見ると、とても都合のいい状態に見えるのですが、本来で

あれば、例えば配送日が遅れたのであれば、それでも郵便局を使うかという質問がない

といけないのかなと思いました。もし配達の日にちを遅らせるということになれば、も

しかしたらその企業さん等は、郵便局を使わないという選択も入ってくるかと思うので

す。 

 今回のお話は、やはりサービス維持というところだけではなく、利益を維持するとい

うところも入ると思うので、これをやったことによって顧客が減るというのは避けたい
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と思うのです。このアンケートは、これ以上の項目はとっていらっしゃらないでしょう

か、という確認をさせてください。 

○米山主査  お願いします。 

○小池執行役員  都合のいいところだけ抜き出したような形に見えてしまいまして、大

変申しわけございません。実は、荷物と郵便につきまして、それぞれアンケートをとっ

ておりまして、例えばどれぐらいの頻度ですとか、出す、受けるといったことも聞いて

おります。説明は先ほど割愛させていただきましたが、一番下にもありますように、ど

のぐらいの速度で着くと思っていらっしゃいますかというようなことも聞いております。

そのようなことをお伺いする中で、郵便だけではなくて荷物もあわせて質問をさせてい

ただいたということでございます。 

 今、委員がおっしゃいましたように、それでも郵便局を使うかというところについて

は、残念ながら聞いておりませんので、また別途の形でのアンケートということもある

のかなとは思っているところでございます。 

○関口専門委員  少しサポートとして。一般信書便に関していうと、まだ独占事業、新

規参入はありません。それでも郵便局を使わなくなるというのはどういう状況を想定し

たらいいでしょうか。 

 荷物に関しては競合他社に流れるということはあり得るけれど、今回は荷物に関して

の配達をしなくなるということではなくて、あくまでも郵便に関してですから、一般信

書便に関して客が逃げてしまうというのは、郵便に頼らず違う媒体に流れると理解して

よいのでしょうか。 

○横田専門委員  はい。普通郵便の中で、例えば請求書であったり、宛名書きをきちん

としているものだと思うのですが、うちの会社もそうなのですが、月末に請求書を郵便

で出しております。それが、例えばこのぐらいで着くよねという設定で思っているので

すが、それが例えば１日遅れる。遅れてはだめなものももちろんあるのです。そのとき

に、郵便で出すと、これが１日遅れるかもしれないと思うと、多分、企業さんとすれば、

ほかの選択肢が出てきてしまうかもしれない。それは宅急便やメール等で送ってしまえ

ということもあると思うのです。 

 宅急便でというか、信書の話ですよね。逃げる可能性もあるかなと思ったのですが、

信書でということなので。すみません。 

○諫山副社長  すみません、信書だから減らないということを考えているわけでは毛頭
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ございません。やはりサービスレベルの見直しでございますし、値上げをしても減ると

いうことはございますが、サービスレベルが下がるということであれば、いずれにして

も減少はするのですが、減少がさらに大きくなるというようなことは当然想定されるわ

けでございます。今回の見直しに当たりましては、大きなサービスレベルのニーズの変

化に対応したものということでございますので、その仮説が正しければ、恐らくあまり

大きくは減らない可能性もあるのだろうとは見ております。どの程度減る可能性がある

かということにつきましては、今、精査をしているところでございますが、今後の見通

し等には反映させていかなくてはいけないと考えておりますので、何らかの考え方が出

てくれば、またご説明させていただく場もあるかもしれないと考えております。 

○米山主査  泉本委員。 

○泉本委員  ２つあります。１つは、今の横田さんのご質問に少し関連しますが、１８

ページ。これですと、普通郵便は確かに月曜から水曜に出さないと金曜日に着かなくな

ってしまいます。そうすると、請求書等月末までに届かなければいけないところは、多

分速達料金を払うのだと思うのです。そうすると、多分今までよりも速達がぐんとふえ

るはずで、今までは速達が高かったからやめていたものが速達に流れて、もしかすると

日本郵便は収入がふえるのではないかと思うのですが、そのあたりの料金設定をどのよ

うにお考えですかというのが１つです。 

 もう１つは、１６ページで、郵便と荷物の夜間の作業のことが、少し混乱してしまい

ます。翌日から区分するといっているのは、郵便だけ。荷物も、先ほど見せていただい

たようなかなり立体的なものだと違うかなと思うのですが、先ほどのダイレクトメール

などでも、印刷物が普通の封書で入ってくるようなダイレクトメールだと、多分、郵便

と同じように今まで分けていたのだと思うのですが、それはどのように分けるのでしょ

うか。選り分けて、作業を明日します、今日します、と言うのでしょうか。 

○諫山副社長  まず、速達の関係でございます。速達は今８,０００万通程度に減って

きておりまして、スピードを得るための利用というよりは、いろいろな目的で使われて

いると認識しております。委員ご指摘のとおり、今後、こういう形で普通扱いのものが

１日遅れるということになりますと、速達のニーズが高まるということは当然考えられ

ます。 

 弊社といたしましては、速達で稼ごうということを考えているわけではございません

ので、今後、そのニーズの動向を見きわめた上で、料金も含めた速達の商品性というの
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は見直す余地があるだろうと考えております。 

 それから、ゆうメールという、昔の冊子小包から派生してきているものでございます

が、これは郵便ではなく荷物でございます。荷物はもう１つ、ゆうパックというちょっ

と大きいものがございますが、ゆうメールにつきましては、形状からいたしましても郵

便に近いということで、オペレーションは郵便とほぼ同じオペレーションで処理をして

きている経緯がございます。 

 ですから、大変恐縮でございますが、ゆうメールにつきましても、今回の郵便と同様

のサービスレベルの見直しをさせていただくということで、今考えているところでござ

います。 

○泉本委員  荷物で区分されている中にも、一部遅れるものが出てくるということです

ね。 

○諫山副社長  そうでございます。 

○泉本委員  はい。 

○米山主査  東條主査代理。 

○東條主査代理  どうしても、収支見込みが気になるのですが。中期計画は２０２０年

度までしか策定されていないということだと思いますが、２０２１年度以降の収支見込

みについてより詳細な積算根拠とともに、是非お示しいただきたいと思います。今日で

なくても構わないです。 

○諫山副社長  ２０２０年は中期経営計画中でございますので、詳細な積算根拠につい

てご提出することはできると考えております。次回までに出させていただければと思い

ます。 

 その後につきましては、郵便の費用構造からいいますと、恐らく配達のところが非常

に重たいコスト負担になっておりまして、ここのところが大体５万５千人ほどの配達要

員が、毎日ルート配達ということでぐるぐる回っているということでございます。 

 郵便物が今後減少してまいりますと、それが直接５万５千人が受け持つ配達区減らし

ていくことにはならないのだろうと思っておりますが、さらに減少し、なおかつ配達箇

所も減少に転じるということになってまいりますと、おそらく５万５千人ではなくて、

もう少し少数の人間が、今までよりも広い範囲を担当することによって配達することが

できるようになってくる可能性がございます。 

 ですから、費用構造といたしましては、なかなか減らないのですが、ある程度のとこ
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ろまで来るとがくっと減ることになってくる可能性がございます。今の時点でそこまで

を見通しているわけではございません。 

 ただ、今のことを前提といたしますと、郵便物の減少によります減収というのは、大

体毎年３００億円ぐらいございます。郵便物の減少に伴います業務量の減少によりまし

て費用も減ってまいりますが、今見込んでおりますのは、それが大体１００億円ぐらい

と見ております。そのほか、賃金単価も上昇してまいりますので、費用の増加が見込ま

れます。なおかつ、それとは逆に生産性の向上、あるいはその他の努力によりまして減

る部分もあるだろうと考えておりまして、その差し引きで大体１００億ぐらい出てまい

ります。 

 出入りでほぼ打ち消されるようなところがございますので、３００億円の減収と、業

務量の減に伴う費用の減の変動部分が１００億円ぐらいとすると、２００億円ぐらい毎

年利益が減っていくのではないかと見ているということでございます。 

○東條主査代理  要するに、これは効率性の向上分も差し引いた上で、２００億ずつ赤

字がふえるという見通しですか。 

○諫山副社長  はい。賃金単価の上昇を、効率化努力というのが打ち消すような形にな

るのではないかと見ています。 

○東條主査代理  この委員会でも、ワーク・ライフバランスの小室氏のプレゼンテーシ

ョンをお伺いしました。あのときと同じことを私は繰り返しますが、まだまだ日本郵政、

あるいは日本郵便は、やることがおありなのではないかと思うところ、少し、効率性向

上、特に現場の効率性向上の見通しが甘いのか、非常に保守的に見積もっていらっしゃ

るのかと思います。資料にあるように２００億円ずつ赤字が膨らんでいくというのは、

相当インパクトの強いというか、社会に対しては衝撃を与えるような見通しだと思いま

す。 

○諫山副社長  効率化については、これまでも目に見えるもの、目に見えないもの、さ

まざまなものを繰り返してきたということでございまして、これからも、人件費の管理、

コストコントロールをきちんとやっていきます。特に要員の配置については非常に重要

になってまいりますので、担当ごとに細かく要員配置を見ていくというような仕組みづ

くりを今やっております。なおかつ、新しい技術の導入ということで、今、実験段階で

ございますが、ＡＩを活用した配達ルートの最適化というような取組も、なかなか完璧

なものはできませんが、新人がいきなり配達するよりは、このようなものを使ったほう
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がさらに効率的だということで、完璧なものを目指すというのは何年か後に回して、当

面、それでも効率化になりますから、導入していこうというような取組などを積み重ね

ていくことにはしております。 

 そのほか、配達ロボット等、当然この中計期間中にはなかなか実用化というのは難し

いかもしれませんが、そのような取組についても、諦めることなく、ある程度投資もし

ながら検討していきたいと考えております。 

 ですから、これらのものが導入されるということになってくれば、費用構造ががらっ

と変わってくる可能性はあるかと思いますが、先ほど言ったような極端な費用構造の変

化というのが生じる前の段階までは、今の努力を続けても、先ほど申し上げましたよう

な利益の減少というのは継続していくことにならざるを得ないと、今のところでは見て

いるということでございます。 

○東條主査代理  ありがとうございました。 

○米山主査  関口専門委員。 

○関口専門委員  資料の８枚目、７ページのところです。９６年の１.３９通から２０

１７年は０.９２通という形で、配達通数、平均の配達物数が大分落ちてきています。 

 今は、ここで下げどまり感があるような印象なのですが、ここはもう少し、将来予測

の中でいうと、もちろん上向くことはないのですが、下がるという見通しはされている

と理解してよろしいでしょうか。 

○諫山副社長  今のところの見通しでは、ほぼ横ばいか、若干まだ下がるのではないか

と見ております。人口減少によりまして、おそらくいずれかの日には配達箇所も減少に

転じる可能性もございます。ただ、その日がいつなのかというのはわからないものです

から、今のところはそういう見通しを立てているということでございます。 

○関口専門委員  ありがとうございます。コンパクトシティという考え方が国交省から

既に出ていて、大分浸透しつつありますが、いずれ、やはりジェネレーション単位で考

えると、これが現実のものになるということはあり得る話だと思います。 

 ですから、配達要員の減少ということは目に見えてくるということになります。そう

いうタイミングになると、コスト削減は具体化してくるということになると思うのです

が、少なくとも現状において、全国津々浦々ユニバーサルサービスで配達する要員を確

保しておきながら、私たちが郵便を使う数というのは、自らを顧みても極端に落ちてい

るという中でいうと、通数の減少ほどには、やはりコストは落ちないだろうということ
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は容易にわかるわけです。 

 すでに区分機の高度化等で、配達順番を全部順番どおり並べ直した上で配りやすくす

るなど、効率化としては具体化されているとは思うのですが、そのような工夫をした上

でも、それ以上収入減収のほうが激しいということを思うと、現状で値上げをしない水

準でいうと、このように転落の速度が思った以上に速いということは想定できると思う

のです。 

 しかも、郵便の中で収支相償を求めるということですから、あとやることとすると、

例えば毎年度の配達と郵便との配賦の見直し等の精緻化というのを図ることとなります。

それでもやはり、この見通しを覆すほどの目玉となる費用削減効果というのは得られる

だろうかというと、私はやや悲観的です。 

 ですから、逆に言うと、前回の値上げが数年しかもたなかったということの裏返しで

すよね。ですからこのままいくと、今回のようなサービス水準の見直しをしない限りは、

二、三年ごとに値上げを続けないと、もうやっていけない業界になってしまったと理解

してよろしいように、私は感じております。 

 その意味では、値上げしますか、サービス水準を見直しますかという二者択一、今の

ところそういう選択をせざるを得ないなという気持ちです。ですから、あっという間に

街なかでドローンが飛べるとか、配達ロボットが街を闊歩できるとかいう環境が、今す

ぐ実現すればまた違うでしょうが、それも、できるようになったらいいなというレベル

なので。その意味ではなかなか厳しい環境だなというのは感じます。 

○米山主査  ありがとうございました。 

 今の点で、１点だけ質問したいのですが、この７ページのところの表、これは基本的

には郵便物だけで書かれていますが、あわせて荷物などを運ぶということはしていない

のでしょうか。それとも、しているのを除外した数字がこれなのでしょうか。 

○諫山副社長  ここにございますように、普通扱いの郵便物、プラス速達ということで

ございます。配達につきましては、郵便の配達にあわせまして、一部荷物の配達も行っ

ております。先ほどご説明しましたが、ゆうメールは荷物でございますが、これは形状、

それから業務フローも郵便物とほぼ同じでございますので、二輪の郵便のネットワーク

に載せて配達をしております。 

 最近では、ゆうパック等が非常に増加をしておりますので、ゆうパックの中で、特に

小さなものにつきましては、二輪の後ろのボックスの中に搭載することも可能でござい
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ますので、私どもの会社の方針としては、現場に対しまして、小型荷物についてはでき

るだけ二輪で吸収をして配達するように、それが効率化になるということで指導をして

おります。今、かなりそれが進んできているという現状にはございます。 

○米山主査  わかりました。これだけで見ると、高固定費産業のコストの負担というの

が強く印象づけられますが、あわせて荷物と一緒に、範囲の経済性を利用してコストを

削減するということもやられているということですね。 

○諫山副社長  はい。 

○米山主査  わかりました。 

 ほかに何かございませんでしょうか。 

○鈴木総務審議官  先ほどの横田専門委員の質問を若干補填するような形で、もし郵便

が使えないとなると、今、信書便でも、速達は信書便２号として入っていますので、日

本郵便の速達以外に信書便事業者の速いサービスのものに変更するということはあろう

かと思います。 

 それともう１つ、これは日本郵便に私からの質問ですが、１９ページのアンケート調

査で、値上げよりもスピードを遅くするほうがという、ものすごく曖昧な質問なのです

が、前のページの、水曜日までに出さないとその週に届かなくて月曜日になってしまう

というのは示した上でのアンケートなのでしょうか。 

 要するに、遅れるというのが１日遅れるぐらいのイメージの回答になっていないのか

というところのクラリフィケーションなのですが。３日遅れるという想定をした上でも

この回答なのかということです。 

○諫山副社長  ご指摘のとおり、どのくらい遅れるのかということについては明示をせ

ずに聞いているということでございます。その点では、ご説明のときにも遠慮がちに説

明させていただきましたが、あくまでも傍証ということでご覧いただければということ

で出させていただいたものでございます。申しわけございません。 

○米山主査  ありがとうございます。 

 それでは、今回、制度改正の要望といった話もございましたが、この点を含めて、今

後の当委員会における議論の整理案について、事務局から説明をいただきたいと思いま

す。その後改めて、委員の皆様から個々に意見の交換、意見の表明をいただく時間を設

けたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは事務局、お願いします。 
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○藤田郵便課長  資料４をご覧ください。表紙をめくっていただきまして、スライドの

２ページになりますが、これは第９回の郵便局活性化委員会に提出させていただいた資

料で、議論のポイントを示させていただいたものでございます。 

 まず、社会環境の変化を踏まえて、日本郵便に対する利用者ニーズはどのように変化

してきているのか。利用者のニーズの変化を踏まえて、日本郵便はどのようなサービス

や取組に重点を置いていくべきか。日本郵便の経営資源が限られる中で、利用者ニーズ

の変化に対応しつつ、サービスの安定供給のためにどのような取組が考えられるか。そ

れから、働き方改革の進展を踏まえて、サービスのあり方をどのように考えるか。この

４点を示させていただきまして、これまで日本郵便のご説明、それから現場の郵便局、

労働組合からの説明を整理して入れさせていただいたのが３ページと４ページになって

おります。ここは時間の関係で省略させていただきます。 

 本日、ご要望いただきまして、今後の対応についてということで、スライドの５ペー

ジ目をご覧いただきたいと思います。これまでの議論や、本日お話ししてきました財務

的な事情も踏まえまして、今後取り組むべき対応を検討していくことになりますが、以

下の両面から引き続き検討してまいりたいと思っております。 

 １つが、左の青の箱になります、経営努力の対応に掲げている項目。それから、今日

制度的な対応の要望をいただきましたが、それに対する個々の中身について検討してい

きたいと思っております。 

 まず青の箱のページにつきまして、スライドの６ページになります。経営努力の対応

でございますが、この審議会を通じまして、これは日本郵便様へのご提案ということに

なるかと思いますが、引き続きご検討いただきたいことを掲げさせていただいておりま

す。ここに書いてあることは、これまで委員会の中で各委員の皆様がご発言をいただい

たことを中心にまとめております。 

 まず、利用者目線に立ったサービスの開発でございますが、再配達の負荷削減に有効

な「はこぽす」、それから宅配ロッカーの全国的な設置拡大がさらに必要ではないか。

この「はこぽす」の認知度を高める施策や、関係事業者と連携した周知方策について、

具体的なアクションプランを作成すべきではないでしょうか。もう１つは、急速な郵便

物の大型化を踏まえて、大型郵便受け箱のさらなる利用拡大が必要ではないか。現在の

普及状況を確認するとともに、キャンペーン効果等の測定結果を踏まえて、具体的な普

及施策をご検討いただけないでしょうかといったことでございます。 
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 ２つ目、郵便需要の拡大や郵便文化の振興でございますが、先ほど石山専門委員から

もお話がありました、このＤＭの広告メディアとしての活用策の検討や、業界の需要に

寄り添ったサービス提供を通じて、ＤＭのさらなる利用拡大を図って、郵便需要を喚起

することが必要ではありませんか。それから、ＭｙＰｏｓｔ等のインターネットを活用

した新サービスについて、御社の経営戦略上の位置づけを明確にするとともに、認知度

を高め、利用拡大を図ることが必要ではないでしょうか。また、データ分析をもとに、

郵便局顧客のニーズに合ったサービス、商材の絞り込み、重点的な売り込みをさらに検

討すべきではないでしょうか、といったことを入れております。 

 ３つ目の、業務運営の効率化、情報化、自動化等のことでございます。先ほどもお話

がありましたが、それに加えまして、審議会の中でありました、地域団体や高齢者支援

団体との連携など、既存の社会資源を生かした効率化施策は検討できないでしょうか。

さらに、郵便の大型化・多様化に対応した機械化・自動化の取組について、どのような

計画をお考えでいらっしゃるのでしょうか、などを入れさせていただいております。 

 ４つ目の、業務見直しを通じた働き方改革の推進でございますが、働き方改革への取

組計画を御社内でまとめて、広く発信・宣言し、その姿勢をアピールすべきではないで

しょうか。また、既存の人的支援の最適配分を図るため、人材の流動性の向上につなが

るような能力開発や人材育成の取組がもっと必要ではないでしょうか。局ごとに労働力

確保を講ずるだけではなくて、会社全体として労働力確保に向けた方策を検討し、局間

の連携を図るためには、どのような課題があって、それをどう解決していくのかといっ

たこともご検討いただけないでしょうかということを、これまでの審議会のご意見を中

心にまとめさせていただいております。 

 次に、今日ご提案いただきました制度的な話でございますが、もちろん、ここに書い

た以外のことも出てくるのですが、ひとまず事務局として気がついたことでございます。 

 １つ目の、郵便事業の財務の検証でございます。このまま現状のサービス水準を維持

すれば赤字が定着化するというお話でございました。日本郵便の２０２０年以降の収支

の予測、要因分析に基づく収支の予測はどうなっているのか。これが日本郵便の自力で

可能な努力を織り込んだ上での見通しになっているかどうか。 

 また費用について見ますと、郵便と荷物は費用の按分が必要になっているところでご

ざいます。この配賦の考え方、またその適切性をご説明いただきたいと思っております。 

 次に要望事項の検証でございます。郵便サービスについての考え方です。郵便の社会
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的役割を鑑みまして、郵便のサービスとして何が求められているのか。それから、サー

ビスのうち維持すべきもの、見直してよいものは何か、こういったものの考え方。これ

は総務省、事務局のほうで検討していきたいと思っております。 

 次にサービスの品質の見直しでございます。今日いただいた、大きく３点の見直しが

行われるわけですが、今回は郵便料金の値上げによる対応を行わないということの整理。

それから、２０１７年６月に行われましたはがき値上げの影響・効果を、一度再検証す

るべきではないかと思っております。 

 その他、ここに掲げましたような３つの要望事項から受ける影響対象がどのようなも

ので、その影響の規模がどのくらいかということを整理していきたいと思っております。 

 ３つ目の、サービス品質のもたらす効果と必要な対応策でございます。まず１つ目が

財務的な効果でございますが、今回の要望を仮に実現した場合、日本郵便の試算に基づ

く２０２０年以降の郵便収支への財務上の効果はどのようなものになるのか。また、こ

れは総務省のほうで従来検討してきましたユニバコストのモデル計算でございますが、

これを総務省のほうでも計算しまして、日本郵便の出す試算とあわせて検証してみたい

と思っております。 

 次に②の郵便事業従事者の労働環境の改善効果。仮にこの要望が実現した場合、労働

環境の改善見通しがどのようになるのかということもお示しいただきたいと思っており

ます。 

 また３つ目、サービスの見直しに伴い、影響を受ける利用者への対応策や配慮策でご

ざいます。このサービスの見直しをどのように導入していくのか。段階的に入れるとい

う方法もありますし、２本同時に入れるという方法もあろうかと思います。また、周知

方策や顧客対応についてどう考えていくかということがあろうかと思います。 

 それから、土曜休配の影響を受ける利用者への配慮策、また郵便の速達の需要が非常

にふえるという話でございましたので、この利用者へのより深い対応というものが、今

後追加的に求められるのではないかと思っておりますので、この点の考え方も整理して

いきたいと思います。 

 あと、右の箱にありますように、今後参考にしていくことでございますが、外国の事

例なども事務局のほうで調査して、次回以降に説明していきたいと思っておりますし、

今回日本郵便が行ったアンケート結果に加えまして、総務省もこれから項目を整理して、

アンケートを実施していきたいと思っております。結果はこの審議会にフィードバック
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していきたいと考えております。 

 以上でございますが、これらの論点につきまして、今日の議論も加えまして、次回以

降にこの論点、先ほどの青のページと緑のページについて、きちんと文書で整理しまし

て、審議会にお示ししてご議論をいただきたいと思っております。また、今回のご要望

の公表を受けて、関係者の方々の意見も聞きたいと思っていますので、引き続きヒアリ

ングも実施していきたいと思っております。 

 以上です。 

○米山主査  ありがとうございます。 

 

  （３）意見交換 

 

○米山主査  それでは、今日、最後にといいますか、以上の事務局まとめ、整理案に基

づきまして、委員の先生方から、お一人ずつご意見を頂戴したいと思っております。こ

ちらから指名させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 まずは東條主査代理、いかがでしょうか。よろしいですか。 

○東條主査代理  はい、結構です。もう幾つかコメントしていますが、今すごく気にな

っているのは、今後、我が国の社会は少子高齢化社会がさらに進行し、社会構造が大き

く変貌することが予想されます。とくに、人口分布の粗密がどんどん拡大するという状

況の中で、ユニバーサルサービスという政策方針はどこまで維持できるものかという、

非常に大きな制度上の課題に直面しているのではないでしょうか。 

 今日たまたま、ユニバーサルサービスに対する例外の話をお伺いし、そして日本郵便

からは地域区分局への直接の差出しを可とするような制度改正はいかがかと、こういう

話が出てきました。今回は、ご要望の３点について、ユニバーサルサービス水準の見直

しをこれから審議してまいりますが、もし、この水準引下げの社会への影響をやや緩和

するという観点から言えば、一部のエリアに関して言うと、この例外をうまく利用して、

ユニバーサルサービス水準をそれほど引き下げなくても済むような整理もあり得るのか

なと、やや思いつきながら申し上げておきます。 

○米山主査  これはご意見ということで賜ってよろしいでしょうか。ありがとうござい

ます。 

 次に泉本委員、いかがでしょうか。 
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○泉本委員  今日いろいろいただいた資料には、郵便のところだけにフォーカスして、

配達が１日０.９２に減ってしまったとか、配達時間がこうなるとあります。毎回私の

頭の中では郵便と荷物が混乱しますが、おそらく、同じ人が同じように動いているはず

なので、もう少し整理されて、本当にどれだけ効率化できるのか、夜間作業をしないこ

とによってどういう影響が出るのか、もう少し精緻化した情報が欲しいと思いました。

先ほど事務局から言っていただいた青い５ページのところに関して、毎回私も申し上げ

ていたのですが、再配達数の増加をやはりとめないと、夜中の作業を減らしても、配達

員の方の作業は減らないと思うのです。そういう意味で、ほかの宅配業者さんなど、そ

ういうところともっとタイアップして、この宅配ボックスの設置を進めていただきたい

と思います。先日雑誌で見たのですが、中国ではものすごい大型の宅配ボックスを設置

することによって再配達をゼロにしたとありました。アリババの宅配がものすごくふえ

ているのですが、再配達ゼロということで今伸ばしているということなので、そのよう

な政策をとっていかないと、郵便のほうの再配達も減らないのではないかと思います。

２５％を何とか減らす施策も一緒に考えていただきたいと思いましたので、重ねてお願

いします。また、そういうことを考えたものをご提案いただけたらと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○米山主査  それでは、あいうえお順で行きますのでご準備をお願いします。 

 次は石山専門委員、お願いします。 

○石山専門委員  私からは２つございます。１つはエリアごとの収支の予測、人員の不

足の予測の詳細を、もう少しご提示いただけるといいと思いました。ある地域は人余り

でお客さんが少ない、ある地域はお客さんがたくさんいて人員が少ない状況というとこ

ろがあると思うのですが、そこをなかなかイメージしづらいというところがございまし

て、そこを是非お願いしたいと思いました。 

 もう１つは、今、泉本委員のお話で中国の事例もありましたが、抜本的に生産性の向

上や効率を考えていったときに、実証されている自動運転やドローンなどの技術を使っ

て圧倒的にコストを下げるというやり方が、既に実践されているとは思うのですが、そ

こと、今回の人員の再配置や削減というところをマトリックスでどういうふうに予測を

考えていけるのかというところが、是非知りたいと思いました。 

 以上です。 

○米山主査  ありがとうございました。 
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 次は大平専門委員、お願いします。 

○大平専門委員  私は感想のような意見を２つ申し上げます。１つは、民営化以来、い

ろいろな競合する業者が出てきていますが、経営努力によって維持してほしいと思って

います。例えば国民も通信手段の多様化で、例えば今、手紙離れがすごく進んでいるの

ではないかと思います。そのような中にあって、はがき１枚の魅力、これはメールでは

比較できないほどの効果があるのではないかと思いますので、例えば小学校の子供たち

に手紙体験教室であるとか、そのようなものを全国的に展開していただくと、少しは手

紙を書くということを習慣化できるような子になるのではないかと思います。 

 そして、今は日曜日配達なしで、これからは土日の配達をしないということですが、

働き方改革でやむを得ないのかなと思いますが、一方で山間地域に住む者にとって寂し

い思いがあります。このような時代だから、何とかして続けられたらいいなと思います。

例えば外国人の登用ができないだろうかとか、すぐには無理かもしれませんが…。土日

を休むことで、働く人にゆとりが生まれるのか、逆にそれが負担増になるのではないか

と、気になります。 

 田舎の郵便局というのは地域密着型で、すごくその人たちとの親しみ感があります。

そういう意味で、こんな時代だからこそ、人間らしい生き方や人間関係が、私たちも、

そして郵便局の局員さんや、配達員さんにもできたらいいと思います。日本の郵便制度

の一番の特色は、絶対に安心安全で、全国どこでも一律のサービスが受けられる、低料

金で利用できることだと思います。日本の郵便にそれがなくなっては意味がないな、そ

の原点を忘れないでほしいと思います。 

 以上です。 

○米山主査  ありがとうございました。 

 次は桑津専門委員、お願いします。 

○桑津専門委員  今日のお話をお伺いした中で、需要が減少しますというところは、ほ

かの業種や荷物の状況を見ていても、多分そうなのだろうなというのは、ほぼ同意でき

るところです。 

 最初に簡単に補足すると、この３年は少し調子いい、というお話があったのですが、

これは景気がよかったからでありまして、２０２０年以降はさらに落ちると思っていま

す。２００億円ぐらいの赤字が出るという考え方は、私自身は、そうだろうなというと

ころで特に違和感はなかったです。 
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 ただ、若干違和感がもしあったとしますと、今回、値上げではなくて、５万人や５,

６００人のリソースの再配置で対応されたというのは、非常にご英断だったなと。ただ、

これは恐らく、この引き出しはこの１回しか使えないと思います。つまり、２回使って

しまうと、今度は４日おくれになってしまう。そのような面で、これはある意味、少し

不適切な言い方かもしれませんが、最後の刀を抜いた感じになっています。 

 ですので、ここは逆に、これによって生まれた時間的な余裕はものすごく重要で、お

金の減り方のイメージと人間のイメージからすると、３年から５年ぐらい、余裕ができ

たはずです。本当はこれで１０年、ずっととまってくれればそれがよかったのですが。

しかし、民間企業でいうと、恐らく３年から５年間ぐらいの猶予が与えられたかなと思

います。 

 ですので、先ほど少し心配だったのは、生産性の上昇は人件費の高騰化と相殺されま

す、とすぱっと言われてしまうと困ってしまうわけで、お願いは、これによって生まれ

た猶予や余資を、利益を損失の補填ではなくて、投資の余資だという側に言っていただ

きたい。そして生産性を上げる方向をあえて打ち出していただきたいと思います。 

 ただ、もちろん信書という、ほかよりも事業の収益性の面でハンディキャップを負っ

ていますので、普通の民間企業と同じ合理化がさらっとできるとは私も全く思っており

ません。ですので、少し不公平で、厳しいルールなのにやれと言って、随分上から目線

だなと自分で嫌になるのですが、今回の施策は、３年経ったからもう一回これと同じこ

とをやりますというのは多分もうできないはずですので、そこの重みを、外部の人間に

もわかる形で、３から５年間の猶予。そして、これは猶予ではなくて投資側に回すとい

うのが、ある意味、外から期待されているところに対応する方向なのではないかと思い

ます。 

 ですので、この青いところにも書かれていますが、サービスの開発・改善というもの

を、ずっと未来永劫続けるのですが、このタイミングは正念場なのだということで、３

から５年でこのようなことをやっていこうというような、ある目標設定をお出しすべき

タイミングなのではないかと思いました。 

 以上です。 

○米山主査  ありがとうございます。 

 次は関口専門委員、いかがでしょうか。 

○関口専門委員  初めに、私自身のコメントの前段といいますか、先ほどの泉本委員の
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質問、石山専門委員の質問等にも少し絡んでくるのですが、今回はあくまでも郵便サー

ビスについての議論であるので、荷物は分けて議論をしたほうがいいと思っています。

そもそも、荷物については宛先がはっきりしていて、単発で行くというものももちろん

あるのだけれど、全戸を郵便のように回っているという状況ではないので、配達経路が

全然違うという意味でいうと、全く異質のものです。 

 ただ、先ほど諫山副社長からのご説明にもありましたように、ゆうメールについては

混載をして、二輪車の後ろに積めるだけ積んでという、オーバーフローしかねないよう

な積み方なので、少し心配ですけれども、そこについては適切な費用配分が行われてい

るかどうかのチェックということは必要だと思います。やはり荷物と郵便は、今回は

我々専門委員側としても分けて考える必要があるというのは一つ感じたところでありま

す。逆に言うと、郵便物の再配達は速達以外にどのぐらいあるのかといったことはチェ

ックしたほうがいいかもしれないという印象を受けました。 

 今回のこの審議については、日本郵便さんの提案を受けて、事務方でも資料４の最後

の６ページ目、７ページ目のような対応、これは大分網羅されているので、こういう形

での対応を次回以降お願いするという形でよろしいと思います。今回、どのような形で

時間軸が流れていくかが資料としては添付されていなかったので、具体的にこの提案が

施策として実現するまでのフローを、次回是非お出しいただきたいと思っています。 

 というのは、郵便法改正という非常に大きな制度改正を伴いますので、デュープロセ

スをしっかりと踏んでいただきたい。そういう中でいうと、今回のような、やや限定さ

れたアンケートだけでは、やはり信頼感が少し落ちますから、パブコメをしっかりとと

っていただいて、それに対する検討の時間もおとりいただきたいという意味では、しっ

かりと手順を踏んでやっていただきたいという気持ちが一方であります。 

 その一方で、収支予測の中で、値上げをせずにサービス水準に踏み込んで、桑津専門

委員のおっしゃるように、実は今回、伝家の宝刀を抜いてしまったのだと私もそう思い

ます。しかし、そこに踏み込んだという会社側の意思は、やはり一つ尊重すべき行為だ

と思っています。 

 しかも、会社側としての財務収支改善のための施策であるといいながらも、生身の働

いていらっしゃる方たちの働き方改革の一環として深夜労働を減らしたいという、非常

に大きなインセンティブがあるわけです。先ほど郵便と荷物を分けろとは言いましたが、

サービス水準を下げると、やはり組合側としては雇用の問題に直結するという形で心配
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なさるはずです。雇用吸収力という点でいうと、今回の場合、郵便は物数がどんどん落

ちているけれど、荷物のほうはむしろ伸びているということで、そちらに配置換えとい

う形でグループ内で雇用を吸収できるということであれば、これはタイミングを逸せず

に粛々と会社側の要求を実現していくのが筋ではないかという意識があります。 

 ですから、デュープロセスをしっかり踏んでという、慎重審議をやるよう言いながら、

淡々と、できるだけ早くという、一見相矛盾した要望ではあるのですが、タイトなスケ

ジュールの中でも、あまり時間をかけずに、スピード感ある審議をすべきなのだろうと

思っています。現場をそういう形で、労働環境を少しでもよくするということに貢献で

きるのだとしたら、それはやはり早いほうがいいなというのが私の印象でございます。 

○米山主査  ありがとうございます。 

 それでは横田専門委員、お願いします。 

○横田専門委員  先ほどは強い言い方ですみません。 

 いろいろとかかわらせていただくと、本当に郵便は奥が深いと思います。一個やれば

いいだけではないので、いろいろなことを考えなくてはいけないと思っております。 

 その中で、普通郵便の締め切りが１７時というのは法律で決まっているのですか。そ

こは決まっていらっしゃらないのですね。 

 どうしても、人件費が大きい事業なので、人件費の削減ということと、深夜労働の確

保ができないというところで、週休２日というのはもちろん検討すべきところだと思い

ます。時間で言えば例えば今、区分の終了するのが朝の５時です。ずっとこの流れが来

ているので、これが当たり前だと思っているかもしれないのですが、本当にそこまでや

らなくてはいけないのかと思います。深夜２時までに終わらせてみようなどいうことも

検討できます。今回、見直しのイメージが１パターンしか出ていなかったのですが、ほ

かのパターンをもし見せていただければ、本当はこういうパターンもあるのねなど、最

終的に提案していただいたパターンがやはり一番理にかなっているのねというのがわか

ると思います。 

 いろいろパターンを見せていただいて、その中でこれが一番よかったのだということ

が示せれば、利用者や一般の人たちも納得できると思うので、検討材料として他のパタ

ーンも示していただきたいです。その中できちんと自分たちで決めていったのだという

ところが示せればいいと思います。  

○米山主査  ありがとうございました。 
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 委員の先生方、どうもありがとうございます。最後に私からですが、皆様方の意見も

お聞きしまして、今回、日本郵便のご提案ですが、郵便の需要が落ち、高コスト体質で

あり、収益が悪化して、その結果、価格ではなくて品質で要望が出てきたという経緯が

あります。しかし、今回のご説明で、国民が十分に理解できるかという点において、個

人的にはまだ不十分ではないかと考えております。 

 幾つかあるのですが、郵便事業と荷物の事業を同時に行うことから生じる範囲の経済

性を発揮することについては、経済学的に公正な競争という観点から、特段問題はない

と認識しております。一方で、規制産業である郵便事業から、荷物事業に対するコスト

の内部補助がもし生じているとしたら、公正な競争という観点から問題視されるのでは

ないかと思います。郵便と荷物のコストの負担については、公正かつ透明性のある方法

で国民の理解を求める必要があるのではないかと、個人的には思います。 

 このような意味では、国民が郵便事業のコストについて十分に理解してくださるかど

うか強く懸念しているので、そのあたりを認識した形で、先ほどの事務局まとめの、特

にⅡの１にあったような方向性でお考えいただけるようにお願いしたいというのが、私

の意見でございます。 

 最後に、関係者のご意見を十分にお聞きしながら、丁寧な議論を行っていきたいと思

いますので、引き続き委員の先生方と皆様方、よろしくお願いします。 

 ありがとうございます。以上で、議論は尽きないと思いますが、時間も来ましたので

……どうぞ。 

○巻口郵政行政部長  先ほど、前段のところで石山専門委員から、ＤＭの関係でご質問

があったので、もし関連があればお答えいただくのがいいかと思います。 

○諫山副社長  ＤＭ振興に関する弊社としての課題ということでご質問があったかと思

います。 

 ９月１３日のヒアリングにおきまして、ＤＭ振興ということで、弊社の取組内容につ

いて若干ご説明をさせていただいた経緯がございます。先ほどＤＭ協会様からもご説明

がありましたが、全日本ＤＭ大賞をやっていますとか、ＤＭファクトリーという形で、

簡便に地方の印刷会社をつなぐような形でＤＭが作成できる仕組みをウェブ上で構築し

たり、それからＤＭ協会様も強調されておられましたが、デジタル媒体とＤＭとの併用

による、さらなる効果を目指すというような取組につきましても、一緒にいろいろ取り

組ませていただいている経緯がございます。 
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 そのような中で、いろいろな課題がございます。ＤＭ協会様からもいろいろとご指摘

があったと認識しておりますので、そのようなことも含めまして、これからさらにＤＭ

の振興を図っていけるようにしたいと考えております。ただ、信書である郵便分野での

広告郵便物と、信書ではない分野での荷物としてのゆうメール、この使い分けというの

があろうかと思います。このような使い分けについても慎重に、信書と非信書というこ

とでございますので、どのような使い分けがあり、それにどのように対応していくこと

ができるのかということにつきましては、一緒に考えながら、今後のＤＭの振興につい

て、さらにかかわっていきたいと思います。 

 強いニーズとしては、手紙の中では残された数少ない分野だというふうに考えており

ますので、ぜひＤＭ協会様、あるいはメーリングサービス協会様とも協力しながら、是

非、さらに振興に努めてまいりたいと思っております。 

○石山専門委員  ありがとうございます。 

○米山主査  ありがとうございました。失礼いたしました。 

 それでは、以上で本日の議題は終了させていただきます。 

 

  （４）その他 

 

○米山主査  最後に、事務局から次回の会合についてご連絡をお願いいたします。 

○藤田郵便課長  次回の委員会は１２月７日の金曜日、１３時から開催いたしたく存じ

ます。本日いただいた論点についてを予定しております。詳細は別途ご連絡いたします。 

 

閉  会 

 

○米山主査  以上をもって委員会を終了いたします。どうもありがとうございました。 

 

 


